
(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,027,708 1,095,924 18,081 1,114,005 8.4%

特別会計 448,774 425,279 425,279 ▲5.2% 

準公営企業会計 3,071 5,574 5,574 81.5%

公営企業会計 42,835 41,043 41,043 ▲4.2% 

合計(総会計) 1,522,387 1,567,820 18,081 1,585,901 4.2%

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。

令和7年度
6月現計予算額

A

令和8年度予算額

令和８年度６月補正予算（第１号）案の概要
令 和 ８ 年 ６ 月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国から交付された物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、緊迫化する中東情勢の影響を受ける中

小企業等の事業継続に向けた支援や、物価高騰の影響を受ける生活者や事業者に対する支援を予算化。

○ 具体的には、金融機関における中小企業等への貸付原資や、借入時に事業者が負担する信用保証料への支援に要する経費を計上す

るとともに、子育て世帯への学校給食費支援、園芸農家の被覆資材や畜産農家の配合飼料購入費など農林水産業者への支援、交通・

物流事業者の事業継続支援などを予算化。

○ また、国の電気・ガス料金負担軽減支援事業の対象とならないＬＰガスや特別高圧電力利用者の負担軽減に向けた支援を予算化。

○ このほか、医療機関における医師確保、業務効率化や職場環境改善への支援や、自然災害避難支援アプリの登録促進に向けた経費を

予算化。

1P

Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模



○生活衛生事業者原油価格高騰対策事業 １５,５００ 食と暮らしの安全推進課
一般公衆浴場及びクリーニング所に対する燃料費のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策事業 ３１,５００
子ども・家庭支援課、子育て社会推進課

児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○酒造事業者物価高騰対策事業 ５７,０００ 食産業振興課
酒造用県産原料米価格高騰分への助成

○学校給食米価高騰対策事業 ２２１,０００ みやぎ米推進課
学校給食用県産米価格高騰分への助成

○園芸生産資材価格高騰対策事業 １３４,０００ 園芸推進課
園芸農家に対する被覆資材価格高騰分への助成

○畜産生産資材価格高騰対策事業 ４３０,０００ 畜産課
畜産農家に対する配合飼料価格高騰分への助成

○養殖業物価高騰対策事業 ９７,０００ 水産業基盤整備課

養殖業者に対する配合飼料等価格高騰分への助成

○特用林産施設等物価高騰対策事業 ３１,５００ 林業振興課
特用林産施設に対する生産資材価格高騰分への助成

○中小企業等特別高圧電気料金支援事業 ９０,０００ 中小企業支援室
特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

中東情勢を踏まえた物価高騰等への対応１

Ⅲ 主な事業

○中小企業経営安定資金等貸付金 １２,０００,０００（99,714,000）商工金融課

[補正後：９１２,０００ ← 補正前：５７６,０００]

中小企業者等の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援

○中小企業者等資金調達円滑化対策事業 １,２００,０００ 商工金融課
中小企業経営安定資金等貸付に伴う信用保証料への支援

○私立学校給食食材価格高騰対策事業 １４１,０００ 私学・公益法人課
保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策事業 ３７,６７０ 保健体育安全課

保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○フードバンク支援事業 １６,９００ （11,929）社会福祉課

生活困窮者や子ども食堂等への食料支援を実施しているフードバンク活動団体

への助成

○子ども食堂運営支援事業 １２,０００ 子ども・家庭支援課
子ども食堂運営団体への助成

○ＬＰガス料金負担軽減支援事業 ９２７,０００ 消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

○私立学校原油価格高騰対策事業 ２５３,０００ 私学・公益法人課
私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

新規

拡充

新規

単位：千円、［ ］：債務負担行為限度額、（ ）：既決予算額

2



Ⅲ 主な事業

○交通事業者等支援事業 １５７,６００ 地域交通政策課

バス、タクシー、自動車運転代行の各事業者に対する事業継続への支援

○貨物運送事業者支援事業 ６１９,０００ 商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

○倉庫事業者エネルギー価格高騰対策事業 １３９,０００ 商工金融課
倉庫事業者に対する光熱費のかかり増し経費への助成

○港湾運送事業者等支援事業 ３０,０００ 港湾課
港湾運送事業者等に対する事業継続への支援

○補助金交付業務一括委託事業 １８,６００ （22,625）行政経営企画課
労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託

○地域連携周産期医療体制モデル事業 １０,０００ 医療政策課
無痛分娩体制構築のための連携モデル事業の実施

○医師偏在対策支援事業 １７９,３３６ 医療政策課、医療人材対策室
重点医師偏在対策支援区域における医師確保への支援

○医療機関業務効率化・職場環境改善支援事業 ５００,０００ 医療人材対策室
医療機関に対するＩＣＴ機器等導入への支援

○自然災害避難支援アプリ登録促進事業 ６８,０４０ 復興・危機管理総務課

[変更後：１,５４４,０００ ← 変更前：１,５１４,０００] 
転入者等を対象とした自然災害避難支援アプリの登録促進

○地域ポイント等導入支援事業 ６３３,４６６ （523,432） 富県宮城推進室
自然災害避難支援アプリ導入促進等のための「みやぎポイント」の付与

県民生活の安全・安心の確保２

新規

新規

単位：千円、［ ］：債務負担行為限度額、（ ）：既決予算額

新規

新規
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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１ 予算議案（1件）

番号 名称

100 令和８年度宮城県一般会計補正予算

Ⅴ 提出予定議案一覧

9



２ 予算外議案（15件）

（１） 条例議案（7件）

番号 名称 概要

101
知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の
一部を改正する条例

地方自治法等の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年９月２４日
所管 行政管理室

引用条項の移動

102 宮城県県税条例の一部を改正する条例

地方税法等の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 税務課

１ 個人県民税
（１）ふるさと納税の特例控除額の上限の見直し
（２）住宅ローン控除の期間延長

２ 不動産取得税
建築した住宅及び新築した認定長期優良住宅に係る課税標準の特例措置の見直し

３ 引用条項の移動

103 県税減免条例の一部を改正する条例

東日本大震災の被災者の税負担の軽減を図るため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 税務課

１ 不動産取得税に係る減免措置の延長
２ 適用 令和８年４月１日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

104
特定復興産業集積区域における県税の課税免除に
関する条例の一部を改正する条例

東日本大震災復興特別区域法第４３条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措
置が適用される場合等を定める省令の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 税務課

１ 事業税、不動産取得税及び固定資産税の課税免除の適用を受ける対象施設につ
いて、やむを得ない事情により、令和８年３月３１日までに取得できなかった場合に
は、令和１０年３月３１日までの間に取得したものを対象に含める改正

２ 引用法令の名称変更
３ 適用 令和８年４月１日

105
地方活力向上地域における県税の課税免除等に関
する条例の一部を改正する条例

地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令の改正に伴い、所要の改正を
行おうとするもの

施行 公布の日
所管 税務課

１ 事業税及び不動産取得税の課税免除等の適用を受ける対象期限を令和１０年３月
３１日（改正前令和８年３月３１日）まで延長

２ 適用 令和８年４月１日

106
行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正す
る条例

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第
１項に規定する準法定事務及び準法定事務処理者を定める命令の改正に伴い、所要
の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 デジタルみやぎ推進課

県が個人番号を独自に利用できる事務の削除

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

107
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律施行条例等の一部を改正
する条例

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準等の改正
に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 子育て社会推進課

１ 専門職の活用に係る規定の整備
２ 主務保育教諭等の規定の整備
３ 満３歳以上の学級編制基準の引下げ
４ ３歳児の職員配置の改善に係る経過措置の終期の設定
５ 引用条項の移動

Ⅴ 提出予定議案一覧
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（２） 条例外議案（8件）

番号 名称 概要

108 訴えの提起について

災害対策用資機材一式の売買契約の解除に伴う損害賠償を求める訴えを提起するこ
とについて、地方自治法の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 防災推進課

１ 訴えの相手方
株式会社電池屋

２ 訴えの趣旨
相手方に対し、損害賠償額及び支払済みに至るまでの遅延損害金を県に支払う判
決を求める

109 和解について

東京電力福島第一原子力発電所事故による災害対策に要した費用の損害賠償請求に
係る和解について、地方自治法の定めるところにより、議会の議決を受けようとするも
の

所管 原子力安全対策課

１ 和解の相手方
東京電力ホールディングス株式会社

２ 和解の内容
相手方は、県に対し、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間に係る
和解金として、合計80,220,000円の支払い義務があることを認める

110 財産の取得について（宮城県東京職員宿舎用建物）

宮城県東京職員宿舎用建物を取得することについて、地方自治法の定めるところによ
り、議会の議決を受けようとするもの

所管 職員厚生課

１ 取得しようとする財産の所在地
東京都文京区本駒込６丁目１７５番１

２ 取得しようとする財産
建物 鉄骨造地上３階建て（延べ面積679.18㎡）

３ 取得金額
435,600,000円

４ 取得しようとする財産の所有者
大和ハウス工業株式会社

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

111
工事請負変更契約の締結について（（仮称）高等技
術専門校１・２号館新築工事）

請負金額 2,175,129,000円 → 2,170,553,000円
契約の相手方 株式会社橋本店

所管 産業人材対策課

１ 議決日
令和６年１２月１１日 議第１６４号議案

２ 変更日
令和８年３月１８日 議第８３号議案

３ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

112
工事請負変更契約の締結について（主要地方道女
川牡鹿線大谷川浜小積浜トンネル（仮称）工事）

請負金額 4,392,214,200円 → 4,695,288,400円
契約の相手方 安藤ハザマ・橋本店・木村土建特定建設工事共同企業体

所管 道路課

１ 議決日
令和５年１２月１９日 議第１６７号議案

２ 変更日
令和７年１２月１７日 議第１６２号議案

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

113
工事請負変更契約の締結について（宮城県築館高
等学校新第二グラウンド整備工事）

請負金額 923,047,400円 → 915,720,300円
契約の相手方 野口建設株式会社

所管 施設整備課

１ 議決日
令和６年１２月１１日 議第１６５号議案

２ 変更日
令和８年３月１８日 議第９１号議案

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

114
専決処分の承認を求めることについて（宮城県県税
条例等の一部を改正する条例）

地方税法等の改正に伴う所要の改正について、令和８年３月３１日専決処分したので、
その承認を求めようとするもの

所管 税務課

１ 自動車税
環境性能割を廃止し、自動車税種別割の名称を自動車税へ改正

２ 軽油引取税
当分の間税率の廃止

３ 不動産取得税
土地または家屋の取得に係る免税点の引上げ

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

115
専決処分の承認を求めることについて（令和７年度
宮城県一般会計補正予算）

県税等の変更に係る令和７年度宮城県一般会計補正予算について、令和８年３月３１
日専決処分したので、その承認を求めようとするもの

所管 財政課

歳入
県 税
地 方 消 費 税 清 算 金
地 方 譲 与 税
地 方 交 付 税
交通安全対策特別交付金
国 庫 支 出 金
繰 入 金
諸 収 入
県 債

△2,140,000千円
△20,000千円
△40,000千円
1,035,657千円

△5,295千円
△2,334,759千円
△1,359,265千円

△129,481千円
△789,900千円

合 計 △5,783,043千円

歳出
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
諸 支 出 金
予 備 費

△518,000千円
△179,000千円
△190,000千円
△399,825千円
△119,000千円

0千円
△103,000千円

△2,374,218千円
△1,145,000千円

△755,000千円
合 計 △5,783,043千円

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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３ 報告（7件）

番号 名称 概要

5 令和７年度宮城県歳出予算の繰越使用について

ア 一般会計 明許繰越 84,626,473千円 （ 198件）
  事故繰越 6,058,340千円 （ 14件）
  計 90,684,813千円 （ 212件）

イ 特別会計 明許繰越 182,300千円 （ 1件）
  事故繰越 0千円 （ 0件）
  計 182,300千円 （ 1件）
           合計（ア＋イ） 90,867,113千円 （ 213件）

ウ 公営企業会計 継続費の逓次繰越 284,994千円 (  1件)
予 算 繰 越 7,974,419千円 ( 47件)

                                        計 8,259,413千円 ( 48件)

令和７年度議決額
 ア 一般会計 105,964,049千円 （ 198件）

イ 特別会計 202,200千円 （ 1件）
合 計 106,166,249千円 （ 199件）

6
専決処分の報告について（仙台高等技術専門校本
館等解体工事の請負契約の変更）

請負金額 518,370,600円 → 519,676,300円
契約の相手方 奥田建設株式会社

１ 議決日
令和８年３月１８日 議第８４号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和８年５月１１日

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

7
専決処分の報告について（気仙沼漁港岸壁整備工
事の請負契約の変更）

請負金額 550,000,000円 → 565,108,500円
契約の相手方 株式会社小野良組

１ 議決日
令和７年１２月１７日 議第１５８号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和８年３月２４日

8

専決処分の報告について（主要地方道石巻鮎川線

万石橋橋梁耐震補強（下部工）工事の請負契約の

変更）

請負金額 473,000,000円 → 517,082,500円
契約の相手方 株式会社丸本組

１ 議決日
令和７年３月１４日 議第６７号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和８年４月２４日

9
専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額
の決定）

和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので報告するもの

○事故の状況
１ 件数

１５件
２ 発生

令和７年４月～令和８年４月
３ 損害原因

県管理道路の損傷による事故等
４ 損害賠償額

1,420,780円
５ 専決処分日

令和８年４月２３日～令和８年５月７日

● 提出予定議案一覧

りょう

Ⅴ 提出予定議案一覧
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10
専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求
等に係る訴えの提起）

長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し、住宅等の明渡し及び滞納家賃等の
支払いを求める訴えを提起することについて、専決処分したので報告するもの

１ 家賃等滞納者
１名

２ 訴え提起の日
令和８年５月７日

11
専決処分の報告について（交通事故に係る和解及
び損害賠償の額の決定）

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので
報告するもの

○事故の状況
１ 件数

１２件
２ 発生

令和７年４月～令和８年２月
３ 損害内容

人身事故、車両事故
４ 損害賠償額

1,330,901円
５ 専決処分日

令和８年３月２５日～令和８年５月１５日

● 提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧

19


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19

